○○戦前期の観光政策
「「楽しみ」のための旅」概念に対して字句「観光」が制度的に使用されたのは1930年に鉄道省に国際観光局が設置されてからであるが、「「楽しみ」のための旅」概念はそれ以前から存在し、字句「観光」が使用されていなくても「「楽しみ」のための旅」概念に関する政策は展開されていた。
わが国の「「楽しみ」のための旅」概念に関連する法令は 1873 年太政官布達第 16 号「公園設置ニ関スル件」にその端を発するとされる。戦前の「「楽しみ」のための旅」概念に関連する法制度としては、交通・運輸法を別にすれば、史跡名勝天然記念物保存法(1919 年)、国宝保存法(1929 年)、国立公園法(1931)、重要美術品等の保存に関する法律（1933 年）等が制定されたほか、温泉、宿屋等が都道府県令により取り締まられていた。
1873年内務省設置により名所旧蹟行政は同省の所管となった。1881年に岩倉具視が中心になり、京都や近畿地方の名勝・古蹟を保存しようとする保勝会がつくられた。1894年第4回内国博覧会は京都の社寺が拝観料をとって観光化する契機になったとされる。1897年古社寺保存法が制定されたが、この当時の名勝のほとんどは社寺に属していた。1915年には、史蹟名勝天然記念物保存協会が設置され、「国光」を発揚する記述がみられる（注１）。光とは文化である。1919年には史蹟名勝天然記念物保存法が制定された。
1920年代後半、「保存」と「利用（開発）」を両立させた新しい保勝理念が造園家たちを中心に提唱されるようになり、その際に生み出されたのが「風致協会」であった。この「風致協会」は、風致地区制度と強く結びついているという他の保勝会にはない特徴を有していた。1930年代半ば以降、「風致協会」という用語は全国に広まっていった。

日露戦争では戦費の 4割近くを外債に依存した結果、外債元利支払いのため外債を新規に発行する状態に陥った。第一次世界大戦後はワシントン海軍軍縮条約等が締結されたものの、海軍省の進める艦船建造等には当時の日本の技術力では生産できなかった艦船用鋼材を米国から大量に輸入する必要があること等から、政府は外貨獲得のため観光政策を積極的に展開する方針をとり 1930 年鉄道省に国際観光局(Board of Tourist Industry)を創設した。鉄道省は国際観光局の命名について「輝かしい国の光をしめし賓客を優遇する」とし、語源である易経の意味とは異なったもの(インバウンド)として観光を使用した。
国際貸借(国際収支)改善対策の一環としての観光政策が本格的に実施される機運のもと、1929 年に国宝保存法、1931 年に国立公園法が布告された。国立公園を観光資源とする外国人観光客誘致政策が円滑に進められた結果、1936 年外客数は約 4 万 2 千人にのぼり、その消費額は１億７百万円であった。当時の海運收入が約２億円であることからして、観光収入は貿易外收入の重要な一項目であった。この政府の観光政策を活用する姿勢は、南洋群島の軍政において海軍により既に採られていた。満州事変・上海事変が却って欧米人の興味を唆り、日満支観光ブロックは活況を呈し 1939 年度の国際観光協会への国からの補助金は前年度の4 倍増であったこと等が高媛により明らかにされ、満州事変と日中戦争を機に躍進をとげてきた国際観光は、帝国主義的な侵略とは相容れないどころか、むしろ「宣伝らしくない」観光の持ち味をフルに活かし、宣伝と銘打つ宣伝よりも巧妙な効果を収めていた（注２）。
 1936年成功裏に開催されたベルリンオリンピックの次期大会として1940年東京オリンピックが決定されたが、これとともに「国際レクリエーション大会」も東京で開催されることになった。報道では当初「レクリエーション大会」を「余暇善用大会」と訳していたが、同時期に設立された厚生省の名称の影響を受け、「レクリエーション」の訳語が字句「厚生」となった。
時局を反映した国民体位向上運動により、地方観光協会等各地においてハイキングを強調するようになっていったことも、国内観光概念にも微妙な影響を与えることとなった。1934年ころから、鉄道省は慰安や保養を主として意図した旅客誘致は微温的であると、国民保健運動を強調してゆくこととなった。とりわけハイキング、聖地を巡る徒歩旅行は「信仰ハイキング」と称された。1938年からは質実剛健旅行を提唱している。国際観光局創立の日を観光国策樹立の記念日として始まっていた観光祭の標語として「挙国一致で邦土美化」が採用されることとなった。使用がはばかられるようになった娯楽等の字句に変わって、字句「厚生」のもとハイキング等を強調するように変化していったのである。
1938年11月第1回日本厚生大会要項及び大会趣意書には「厚生運動ノ目標ハ国民ノ日常生活ヲ刷新シ特ニ余暇ノ善用ニ意ヲ注ギ健全ナル慰楽ヲ勧奨シ・・・」とある。厚生省が作成した1941年12月20日国民厚生方策ニ関スル緊急対策案には「休息ハ安逸ニ非ズシテ、勤労後ノ体力ヲ恢復シ明日ノ活動ニ備フルタメノモノトスルノ生活慣習ノ確立ヲ図ル」とあり、国民の厚生施設の概目案として「国立公園ノ大活用（山ノ家ノ施設）、国史深省ノ機縁タル地ノ利用（統制アル聖地巡回ノ施設）、歓喜力行ノ趣意ヲ以テスル行事、見学旅行等ノ誘導（青年宿泊所ノ設置、農民旅行団ノ組織、市民農園ノ経営）」「国民皆泳ノ奨励（海ノ家ノ施設）」「大都市付近ノ景勝地（例ヘバ大島）利用ノ綜合的厚生施設ノ経営、健全慰楽ノ施設及助成」等が記述されている。またその方法として「日本観光協会、国立公園協会、温泉協会ヲ統合スルコト」「プレイガイドヲ統合経営スルコト」「十二月ヨリニ月ニ至ル三月間冬期救済運動（損金募集）ヲ強力ニ、全国的ニ統一シテ実施スルコト」と記述されている。これらを読む限り今日の全国総合開発計画に記述された観光に関するものと変わりがなく、戦前、戦中と今日にいう国内観光施策が見事に「厚生」の名のもとに記述されていたと言える。
この「厚生」運動とは、本来レクリエーション運動（娯楽や休養による疲労回復・労働力回復の運動）の訳語としてオリンピック誘致時に登場した。この運動は主として大都市と工場地帯に広がりを見せたが、その位置づけは担い手によって異なっており、そこには余暇の善用と健全娯楽の普及という意味に加え、体力の強化、国民精神の昂揚、集団的訓練、能率の向上など様々な目的と領域がはらまれるようになっていった。高岡裕之は、戦時下における字句「厚生」運動には、１９４０年頃からの意味とは明らかに区別されるもう一つの用法が登場するとする。それは地方農村や大政翼賛会関係の資料に見られるもので、そこでの「厚生」運動とは、もっぱら保健・医療運動をさすものであり、日本の社会は「厚生の氾濫」の感があるといわれるまでの状況が出現したとする。また厚生ブームの一面には、「戦時下における自粛機運に圧迫された民衆が、そこに娯楽の大義名分を見出した結果」という側面もあったとし、「『従来の慰安、娯楽、遠足等をそのままの名目では、時局がらはばかられるから当世流行の厚生という衣を纏えば、天下晴れてやってのけられる』といった時局便乗主義者に利用されている」という批判」があったとする（注３）。

日本国内が戦場とならない段階での戦争は、今日の公共事業と同様、官公需の増加により景気が良くなるとともに観光ブームは継続し、その最盛期は1942年であったと伝えられている。満州、朝鮮への観光とともに伊勢に代表される聖地への国内観光が盛んになっていたのである。
(注１)高木博志著1997年『近代天皇制の文化史的研究』校倉書房
（注２）高媛著2005年「観光の政治学-戦前・戦後における日本人の「満州」観光」東京大学博士学位申請論文
（注３）高岡裕之著2001年『資料集総力戦と文化（第2巻）』大月書店
